
国立大学法人法反対首都圏ネットワーク事務局 

 
 

 

以下の４９大学（全国立大学の 56%）で、ほぼ旧事務局長が「役員出向」しています。 
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 １２万にも達しようとする旧国立大学教職員は、本年３月にその公務員身分を失い、４月に国立大

学法人職員に移行した。一方、役員出向者（理事）は平成１６年３月に文科省を退職、４月に出向者

となった。出向辞令を発した者は文部科学大臣である。すなわち出向者は、純粋な法人職員の身分に

移行することもないまま、再び文科省の職員に復帰し退職金もまた文科省より受け取るわけである。 

 国会審議でも明らかなように、多数の教職員が本人の意向に反して国家公務員身分を失ったことは

重大な問題と言わねばならないが、それにも関わらず一部の文科省幹部職員は、事実上の公務員身分

のままより高度な地位の理事職に就任しているわけである。まことに不公平・不公正な「火事場の焼

け太り」と批判されても仕方がないのではないか。 

 また役員出向者は、文部科学大臣から出向辞令を受け取っている以上、「本籍＝文科省、現住所＝

国立大学法人」という事実上の文科省官僚である。国立大学法人法によって、国立大学の運営の自主

性・自律性を高めると説明しながら、実際には多くの事務局長が事務局内にとどまらず、法人の最高

の意思決定機関である役員会の構成メンバーに入り込んだわけであるから、 

 
国立大学に対する文科省コントロールは一層強化 

  

されたと言わねばならない。 

 そればかりではない。役員出向者は、人事交流の名のもとに文科省の都合に従って本省と国立大学

法人や他の独立行政法人の間を転々とする。現に既に本年７月に、二つの国立大学法人で「役員出向

者」（理事）が交替している。「適材適所」で配置された役員が、最も重要な法人発足後のこの時期

にわずか３ヶ月で交替しているのである。これでは一体どのようにして国立大学法人の「運営の自主

性、自律性と自己責任」が保てるであろうか。 

 
 以上は何も旧事務局長の国立大学法人理事就任を頭から排除する主張ではない。役員に出向役人を

起用することの問題点を指摘している。各理事の任命権がそれぞれの国立大学法人の学長にあると言

っても、出向者たちは事実上の人事権を持つ本省の意向を汲み取ろうとするであろう。文部科学省は

自らの既得権益の確保に汲々とすることなく、法の趣旨に照らして「役員出向」を自粛すべきである。  

なお、本パネルの内容に誤りがあればご指摘をお願い致します。 

文部科学省からの出向役員（理事に限る）の所属する国立大学法人 

「役員出向」は、官僚ＯＢの天下り以上に問題である。 

役員出向者は国家公務員身分を失っていない。 

「本籍＝文科省、現住所＝国立大学法人」 である文科省の役人である。 

出向役員は文字通り文科省からの出向者であり、天下り理事ではありません。 

北海道大学  旭川医科大学  秋田大学    宮城教育大学   山形大学  

宇都宮大学  茨城大学    千葉大学    東京大学     東京医科歯科大学

東京農工大学 東京芸術大学  新潟大学    上越教育大学   富山医科薬科大学

金沢大学   福井大学    信州大学    山梨大学      岐阜大学 

名古屋大学  名古屋工業大学 三重大学     滋賀大学     滋賀医科大学 

京都大学   京都教育大学  京都工芸繊維大学          大阪大学  

大阪教育大学 大阪外国語大学 神戸大学     奈良女子大学   和歌山大学 

鳥取大学   岡山大学    広島大学     徳島大学       香川大学 

愛媛大学   高知大学    佐賀大学     九州大学       長崎大学 

熊本大学   大分大学    宮崎大学    鹿児島大学     琉球大学 


